
○岡山市軽費老人ホーム（ケアハウス）のサービスの提供に要する費用補助金交付要綱 

                                                     

（趣旨） 

第１条 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の６に規定する軽費老人ホーム

（ケアハウス）の利用者の負担を軽減するため，軽費老人ホーム（ケアハウス）を市内に

有する経営主体に対し，予算の範囲内において補助金を交付するものとし，その交付に関

しては，この要綱に定めるもののほか，岡山市補助金等交付規則（昭和４８年市規則第１

６号。以下「規則」という。）に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱で使用する用語の意義は，規則で使用する用語の例による。 

（補助事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は，岡山市軽費老人

ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年市条例第７８号）（以下「条

例」という。）に基づく軽費老人ホーム（ケアハウス）の運営に係る事業とする。 

（補助事業者） 

第４条 補助事業者は，次の各号に掲げる要件のいずれをも満たすものでなければならな

い。 

（１） 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２２条に規定する社会福祉法人である

こと。 

（２） 岡山市内で軽費老人ホーム（ケアハウス）を経営していること。 

２ 市長は，前項の規定にかかわらず，規則第２０条第１項各号に定める事由により補助金

の交付決定の取消しを受けたものは，当該取消しの日の属する年度の翌年度から起算し

て２年の間は，補助事業者としないことができる。 

（補助対象経費） 

第５条 補助事業の実施に際し支出される経費のうち，補助金の交付額の算定に当たって

対象となる経費は，厚生労働省老健局長通知「軽費老人ホームの利用料等に係る取り扱い

指針について」（平成２０年５月３０日老発第０５３０００３号。以下「指針」という。）

に基づき，利用者から徴収すべきサービスの提供に要する費用の一部を減免した場合に

おける当該減免した経費とする。 

２ サービスの提供に要する費用とは，施設を運営するために必要な人件費支出（職員給料

支出，職員賞与支出，非常勤職員給与支出，派遣職員費支出，退職給付支出，法定福利費

支出），事務費支出（福利厚生費支出，職員被服費支出，旅費交通費支出，研修研究費支

出，事務消耗品費支出，印刷製本費支出，水道光熱費支出，燃料費支出，修繕費支出，通

信運搬費支出，会議費支出，広報費支出，業務委託費支出，手数料支出，保険料支出，賃

借料支出，土地・建物賃借料支出，租税公課支出，保守料支出，渉外費支出，諸会費支出，

雑支出），事業費支出（医薬品費支出，診療・療養等材料費支出，保健衛生費支出），拠点



区分（サービス区分）間繰入金支出，器具及び備品取得支出及び積立資産支出に充当する

経費とする。 

（補助金額） 

第６条 補助金額は，施設ごとにサービスの提供に要する費用対象経費実支出額とサービ

スの提供に要する費用基準額の年間合算額とを比較し，いずれか少ない方の額から，本人

から徴収したサービスの提供に要する費用実徴収額（その額が指針に定める本人からの

サービスの提供に要する費用徴収額（月額）の年間合算額に満たないときは，当該年間合

算額）を控除して得た額とする。 

２ 前項によって得られた額に千円未満の端数が生じるときは，これを切り捨てるものと

する。 

３ 「サービスの提供に要する費用」及び「生活費」の額を次のとおり定める。 

 （１）サービスの提供に要する費用 

  サービスの提供に要する費用は、基本額に各種加算額等を加えた額とする。 

 

  ア 基本額 

     基本額は、別表第一に定める額とする。 

 

  イ 各種加算額等 

   （ア） ボイラー技士雇上費 

ボイラー技士雇上費は、ボイラー及び圧力容器安全規則（昭和 47 年労働省

令第 33 号）第１条第１号の規定によるボイラーを設置しており、当該ボイラ

ーを取り扱うためにボイラー技士の免許を受けた者を１年間継続して雇い上

げることが明らかな施設を対象とし、201,500 円を定員で除して得た額（月額）

とする。 

 

（イ） 入所者処遇特別加算 

入所者処遇特別加算は、高齢者等を非常勤職員として雇用している施設であ

って、「入所者処遇特別加算費の取り扱いについて」（平成２年６月 18 日社施

第 86号厚生省社会局長、大臣官房老人保健福祉部長通知）に定めるところに

準じて認定された施設を対象とし、次により算出した額（月額）とする。 

1,016,000 円の範囲内の額／定員×12 

 

（ウ） 単身赴任手当加算 

単身赴任手当加算は、職員のうち単身赴任者が存する施設であって、「生活

保護施設等における単身赴任手当の加算について」（平成２年６月 18 日社施

87 号厚生省社会局長、大臣官房老人保健福祉部長通知）に定めるところに準



じて単身赴任手当加算を必要とするものと認定された施設を対象とし、同通

知に掲げる額を当該施設の定員で除して得た額とする。 

 

（エ） 施設機能強化推進費 

施設機能強化推進費は、施設機能の充実強化を推進している施設であって、

「社会福祉施設における施設機能強化推進費の取扱について」（昭和 62 年７

月 16 日社施 90 号厚生省社会局長通知）に定めるところに準じて施設機能強

化推進費を必要とする者と認定された施設を対象とし、次により算出した額

とする。 

750,000 円の範囲内の額／定員×12 

 

（オ） 民間施設給与等改善費 

民間施設給与等改善費は、地方公共団体の経営する施設以外の施設（ただし、

昭和 46 年７月 16 日社庶第 121 号厚生省社会局長通知、児童家庭局長通知に

いう社会福祉事業団等の経営施設を除く。）であって、「社会福祉施設における

民間施設給与等改善費の取扱について」（昭和 63 年５月 27 日社施第 84 号厚

生省社会局長通知）に定めるところに準じて民間施設給与等改善費の加算を

必要とするものと認定された場合に算定するものとし、「サービスの提供に要

する基本額（月額）」、「寒冷地加算」、「ボイラー技士雇上費」、「事務用冬期採

暖費」、「入所者処遇特別加算」、「単身赴任手当加算」、「施設機能強化推進費」

の合算額に、同通知に定めるところにより決定された加算率を乗じて得た額

（円未満切捨て）とする。 

なお、特定施設入居者生活介護の指定を受けた施設については、特定施設入

居者生活介護の対象者について、共通職員のみにより算定した民間施設給与

等改善費を算定し、それ以外の入所者との単価と区分して用いること。 

 

   （カ） 処遇改善加算 

処遇改善加算は、軽費老人ホームに勤務する介護職員の処遇の改善を行った

と認定された場合に算定するものとし、以下のａ、ｂのうち、少ない方の額を

加算する。 

ａ 介護職員の常勤換算人数（特定施設入居者生活介護を提供する職員は除

き、小数点第 2 位を切り捨てた数。以下、「介護職員の常勤換算人数」とい

う）に 9,000 円を乗じた額。 

  ただし、令和６年２月以降は、介護職員の常勤換算人数に 15,000 円を乗

じた額。 

ｂ 実際の賃金改善に要した額 



 

（２） 生活費 

    生活費は、１人当たり月額 46,940 円を上限とする。 

    なお、11 月から３月にあっては、2,150 円を加算する。 

 

（補助金の交付の申請） 

第７条 規則第５条の交付申請は，この要綱に定める条項の適用を受けることに同意した

上で，交付申請書（様式第１号）により行わなければならない。 

２ 規則第５条第１項に規定する市長が定める期日は，毎年４月末日までとする。 

３ 規則第５条第１項第５号に規定するその他市長が必要と認める書類は，次のとおりと

する。 

（１） 軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用補助金所要額調書（様式第２号） 

（２） 軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用補助金所要額内訳書（様式第３ 

号） 

（３） 当該施設に係る収支予算書（又は見込書） 

（４） 当該施設に係る前年度収支決算書（又は見込書） 

（５） 利用料及びそのサービスの提供に要する費用相当額を明らかにすることができる

当該施設の利用規定 

（６） 市税を完納していることを証明できる書類 

４ 規則第５条第２項の規定により，同条第１項第１号から第４号の書類の添付は要しな

いものとする。 

（状況報告） 

第８条 補助事業者は，補助事業の遂行状況に関し，毎月７日までに軽費老人ホーム（ケア

ハウス）階層別利用者状況調書（様式第４号）及び軽費老人ホーム（ケアハウス）階層別

利用人員報告書（様式第４号の２）により市長に報告しなければならない。 

（着手及び完了届） 

第９条 規則第１５条ただし書の規定により，同条に規定する補助事業等着手・完了届の提

出は要しないものとする。 

（実績報告） 

第１０条 規則第１６条の実績報告は，翌会計年度の４月末までに実績報告書（様式第５号）

により行わなければならない。 

２ 規則第１６条第１項第２号に規定するその他市長が必要と認める書類は，次のとおり

とする。 

（１） 軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用補助金精算書（様式第６号） 

（２） 軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用補助金精算内訳書（様式第７号） 

（３） 当該施設に係る収支決算書（又は見込書） 



（４） 利用料及びそのサービスの提供に要する費用相当額を明らかにすることができる

当該施設の利用規定 

３ 規則第１６条第１項第１号の書類の添付は，要しない。 

（補助金等の完了前交付） 

第１１条 規則第１９条第１項ただし書の規定により，補助事業の完了前に補助金の全部

を交付する場合は，補助金額が，補助事業に係る全収入金額の１００分の２０以上の割合

を占める場合とする。 

２ 前項の規定による補助金の完了前交付は，３回に分けて交付するものとし，１回当たり

の交付額は，補助金額に３分の１を乗じて得た額とする。 

３ 前項によって得られた額に１００，０００円未満の額が生じた場合は，その端数は１回

目の交付時に支払うものとする。 

（財産処分の制限） 

第１２条 規則第２４条ただし書に規定する市長が定める期間は，補助事業等により取得

した財産の処分制限期間（昭和４１年厚生省告示第３５０号）に定める期間とする。 

２ 規則第２４条第２号に規定する機械及び重要な器具は，単価５０万円以上のものとす

る。 

（委任） 

第１３条 この要綱の定めるもののほか，事業の実施に必要な事項は，市長が別に定める。 

 

 

  



別表第一 サービスの提供に要する費用のうち、基本額（入所者一人当たり月額） 
 
１ 軽費老人ホーム 
 
 （１）軽費老人ホーム単独設置で条例第13条第１項第３号の介護職員を配置する場合 
 取扱定員 平成21年４月以降摘要  

3/100  
人 

20 
         円 

133,400 
21- 30 89,300 
31- 40 78,200 
41- 50 69,700 
51- 60 58,900 
61- 70 55,700 
71- 80 48,900 
81- 90 48,400 
91-100 43,600 
101-110  42,000 
111-120  38,500 
121-130  39,100 
131-140  36,400 
141-150  35,100 

 
 （２）軽費老人ホーム単独設置で条例第13条第８項により介護職員１名を配置しない場合 
 取扱定員 平成21年４月以降摘要  
  3/100  

人 
20 

         円 
111,500 

21- 30 74,700 
31- 40 67,300 
41- 50 61,000 
51- 60 51,600 
61- 70 49,500 
71- 80 43,400 
81- 90 43,500 
91-100 39,300 
101-110  38,300 
111-120  35,300 
121-130  36,100 
131-140  33,400 
141-150  32,100 

 



 （３）他の社会福祉施設等を併設している軽費老人ホームで条例第13条第１項第３号の介

護職員を配置する場合 
 取扱定員 平成21年４月以降摘要  

3/100  
人 

 10-14 
         円 

137,400 
 

 15-19 92,000 
 20-29 87,200 
30 63,300 

 31-40 58,600 
 41-50 47,200 
 51-60 39,500 
 61-70 34,000 
 71-80 29,900 
 81-90 31,600 
 91-100 28,500 
101-110 27,700 
111-120 25,500 
121-130 27,100 
131-140 25,300 
141-150 24,600 

 
 （４）他の社会福祉施設等を併設している軽費老人ホームで条例第13条第８項により介護

職員１名を配置しない場合 
 取扱定員 平成21年４月以降摘要  

3/100  

 人 
 10-14 

         円 
93,700 

 

 15-19 62,800 
 20-29 65,600 
 30 48,700 

 31-40 47,800 
 41-50 38,400 
 51-60 32,100 
 61-70 27,800 
 71-80 24,500 
 81-90 26,700 
 91-100 24,200 
101-110 23,800 
111-120 21,800 
121-130 23,800 
131-140 22,300 



141-150 21,600 
           
 （５）特定施設入居者生活介護の指定を受けた単独設置の軽費老人ホームで条例第13条第

１項第２号の生活相談員を配置する場合（入居者共通分） 
 取扱定員 平成21年４月以降摘要  

3/100  
人 

20 
         円 

100,700 
21-30 67,500 
31-40 50,900 
41-50 47,800 
51-60 40,700 
61-70 40,100 
71-80 35,200 
81-90 31,300 
91-100 28,400 
101-110  28,100 
111-120  25,800 
121-130  27,400 
131-140  25,600 
141-150  24,900 

           
 （６）特定施設入居者生活介護の指定を受けた単独設置の軽費老人ホームで条例第13条第

６項により生活相談員１名を配置しない場合（入居者共通分） 
 取扱定員 平成21年４月以降摘要  

3/100  
人          円 

 20 77,600  
21-30 52,100 
31-40 39,400 
41-50 38,500 
51-60 33,100 
61-70 33,500 
71-80 29,500 
81-90 26,300 
91-100 23,800 
101-110  24,000 
111-120  22,100 
121-130  24,000 
131-140  22,400 
141-150  21,800 

 



 （７）他の社会福祉施設等を併設する特定施設入居者生活介護の指定を受けた軽費老人ホ

ームで条例第13条第１項第２号の生活相談員を配置する場合（入居者共通分） 
 取扱定員 平成21年４月以降摘要  

3/100  
人 

10- 14 
         円 

71,900 
15- 19 48,300 
20- 29 54,400 
30 41,400 

31- 40 31,300 
41- 50 25,300 
51- 60 21,300 
61- 70 18,400 
71- 80 16,200 
81- 90 14,600 
91-100 13,300 
101-110  13,800 
111-120  12,700 
121-130  15,300 
131-140  14,300 
141-150  14,300 

         
 （８）他の社会福祉施設等を併設する特定施設入居者生活介護の指定を受けた軽費老人ホ

ームで条例第13条第６項により生活相談員１名を配置しない場合（入所者共通分） 
 取扱定員 平成21年４月以降摘要  

3/100  
人 

10- 14 
         円 

26,000 
15- 19 17,700 
20- 29 31,500 
30 26,200 

31- 40 19,700 
41- 50 16,100 
51- 60 13,600 
61- 70 11,800 
71- 80 10,500 
81- 90 9,500 
91-100 8,600 
101-110  13,800 
111-120  12,700 
121-130  11,900 
131-140  11,100 



141-150  11,300 
          
 （９）特定施設入居者生活介護の指定を受けた軽費老人ホームで条例第13条第１項第３号

の介護職員を配置する場合（条例第13条第１項第３号アに定める一般入所者の加算

分） 
 取扱定員 平成21年４月以降摘要  

3/100  
人 

20 
         円 

33,300 
21-30 21,700 
31-40 27,200 
41-50 21,700 
51-60 18,000 
61-70 15,400 
71-80 13,500 
81-90 16,800 
91-100 15,100 
101-110  13,700 
111-120  12,600 
121-130  11,700 
131-140  10,700 
141-150  10,000 

 

（10）特定施設入居者生活介護の指定を受けた軽費老人ホームで条例第13条第８項の介護

職員を配置しない場合（条例第13条第１項第３号アに定める一般入所者の加算分） 
 取扱定員 平成21年４月以降摘要  

3/100  
人 

20 
         円 

11,700 
21-30 7,200 
31-40 16,200 
41-50 13,000 
51-60 10,700 
61-70 9,200 
71-80 8,000 
81-90 12,000 
91-100 10,700 
101-110  9,700 
111-120  8,900 
121-130  8,200 
131-140  7,600 
141-150  7,100 



           
 備考 
  特定施設入居者生活介護の指定を受けた軽費老人ホームについては、サービスの提供に

要する基本額（月額）は以下のとおりとする。 
 

 サービスの提供に要する基本額 
（月額） 

備考  

特定施設入居者生活介護の 
利用者 

（５）～（８）のいずれかの額 （６）＋（10）、（８）＋（10）

の組み合わせについては、一

般入所者が30人以下の場合

を除く。 

上記以外の一般入所者 上記に（９）又は（10）を加えた額 

 
 

 

附 則 

１ この要綱は，平成２７年４月１日から施行し，平成２７年度分の補助金から適用する。 

２ 廃止前の岡山市軽費老人ホーム（ケアハウス）事務費補助金交付要綱（平成１６年６月

２２日市告示第４４５号）によりなされた申請に係る補助金については，なお従前の例に

よる。 

   附 則 

この要綱は，令和３年４月１日から施行し，令和３年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

この要綱は，令和３年８月１６日から施行し，令和３年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

この要綱は，令和４年８月９日から施行し，令和４年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

この要綱は，令和６年３月７日から施行し，令和５年度分の補助金から適用する。 

 



様式第１号（第７条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

岡山市長  様

申請人

住所又は所在地

補助年度 補助金等の名称

注　※印の欄は記入しないこと。

※
担当課所見

補助事業等の着手年月日及び完了年月日
（予定）

着手　　　　　    　  年　  月　　  日
完了　　　　　    　  年　  月　    日

添付書類

１．軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用補助金
　　所要額調書

２．軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用補助金
　　所要額内訳書

３．当該施設に係る収支予算書（又は見込書）

４．当該施設に係る前年度収支決算書（又は見込書）

５．利用料及びそのサービスの提供に要する費用相当額を
　　明らかにすることができる当該施設の利用規定

６．市税を完納していることを証明できる書類

補助事業等の効果

補助事業等の経費所要額

補助金額

岡山市補助金等交付規則第5条の規定により、次のとおり申請します。

申請に当たっては、同規則及びこの要綱に定める条項の適用を受けることについて同意します。

補助事業等の目的及び内容

軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用補助金交付申請書

年    月    日

氏名又は団体名
及び代表者氏名



様
式

第
２

号
（
第

７
条
関

係
）

 
 

軽
費

老
人

ホ
ー
ム

の
サ
ー

ビ
ス
の

提
供
に

要
す
る

費
用
補

助
金
所

要
額
調

書
 

 
 

 
 

（
施

設
名

）
 

総
事

業
費
 

（
Ａ
）
 

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
に
 

要
す

る
費

用
 

対
象

経
費

支
出

予
定

額
 

（
Ｂ
）
 

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
に

要
す

る
費

用
基

準
額
 

（
Ｃ
）
 

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
に

要
す

る
費

用
本

人
 

徴
収

予
定

額
 

（
Ｄ
）
 

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
に

要
す

る
費

用
 

減
免

予
定

額
 

［
（

B
）

又
は

（
C
）
］

－
（

D
）
 

（
Ｅ
）
 

処
遇

改
善

加
算
 

（
Ｆ
）

 

補
助

金
所

要
額
 

（
千

円
未

満
の

端
数

切

捨
て

）
 

（
Ｅ

）
＋

（
Ｆ

）
 

（
Ｇ
）
 

円
    

円
    

円
    

円
    

円
    

円
  

円
  

     
（

注
）

 1 
（

Ａ
）
欄

に
は
，

別
紙
「

軽
費

老
人
ホ

ー
ム
の

サ
ー
ビ

ス
の
提

供
に
要

す
る
費

用
補
助

金
所
要

額
内
訳

書
」
（

以
下

「
内

訳
書

」
と
い

う
。
）（

１
）
中

（
ア
）

の
額

を
記

入
す
る

こ
と
。

 
  

2 
（

Ｂ
）
欄

に
は
，

内
訳
書

（
１

）
中
（

イ
）
の

額
を
記

入
す
る

こ
と
。

 
 

3 
（

Ｃ
）
欄

に
は
，

内
訳
書

（
３

）
中
（

エ
）
の

額
を
記

入
す
る

こ
と
。

 
 

4 
（

Ｄ
）
欄

に
は
，

内
訳
書

（
３

）
中
（

ウ
）
の

額
又
は

（
オ
）

の
額
の

い
ず
れ

か
多
い

方
の
額

を
記
入

す
る
こ

と
。

 
 

5 
（

Ｅ
）
欄

に
は

，（
Ｂ

）
欄
の

額
又
は

（
Ｃ
）

欄
の
額

の
い
ず

れ
か
少

な
い
方

の
額
か

ら
（
Ｄ

）
欄
の

額
を
控

除
し
た

額
を
記

入
す
る

こ
と
。

 
 

6 
（

Ｇ
）
欄

に
は

，（
Ｅ

）
欄
の

額
と
（

Ｆ
）
欄

の
額
の

合
計
額

を
記
入

す
る
こ

と
。
た

だ
し
，

千
円
未

満
の
端

数
は
切

り
捨
て

る
こ
と

。
 

  



様式第３号(第７条関係)

（1）支出額内訳（新社会福祉法人会計基準） (施設名：　　　　　　　　　　　　)

(単位：円)

総 事 業 費
左のうちサービスの提供
に要する費用対象経費 備 考

人件費支出 01 職 員 給 料 支 出

02 職 員 賞 与 支 出

03 非 常 勤 職 員 給 与 支 出

04 派 遣 職 員 費 支 出

05 退 職 給 付 支 出 退職共済掛金のみ

06 法 定 福 利 費 支 出

0 0

事務費支出 01 福 利 厚 生 費 支 出

02 職 員 被 服 費 支 出

03 旅 費 交 通 費 支 出

04 研 修 研 究 費 支 出

05 事 務 消 耗 品 費 支 出

06 印 刷 製 本 費 支 出

07 水 道 光 熱 費 支 出

08 燃 料 費 支 出

09 修 繕 費 支 出

10 通 信 運 搬 費 支 出

11 会 議 費 支 出

12 広 報 費 支 出

13 業 務 委 託 費 支 出

14 手 数 料 支 出

15 保 険 料 支 出

16 賃 借 料 支 出

17 土地・建物賃借料支出

18 租 税 公 課 支 出

19 保 守 料 支 出

20 渉 外 費 支 出

21 諸 会 費 支 出

22 雑 支 出

0 0

事業費支出 01 給 食 費 支 出

02 介 護 用 品 費 支 出

03 医 薬 品 費 支 出

04 診療・療養等材料費支出

05 保 健 衛 生 費 支 出

06 医 療 費 支 出

07 被 服 費 支 出

08 教 養 娯 楽 費 支 出

09 日 用 品 費 支 出

10 本 人 支 給 金 支 出

11 水 道 光 熱 費 支 出

12 燃 料 費 支 出

13 消 耗 器 具 備 品 費 支 出

14 保 険 料 支 出

15 賃 借 料 支 出

16 教 育 指 導 費 支 出

17 葬 祭 費 支 出

18 車 輌 費 支 出

19 管 理 費 返 還 支 出

20 雑 支 出

0 0

拠点区分（サービス区分）間繰入金支出 本部会計への繰入金支出のみ

器具及び備品取得支出

積立資産支出

上記以外の支出

予備費支出

0 0合　計

区 分

小   計

小   計

軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用補助金所要額内訳書

小   計

(ア) (イ)



(
２

)
階

層
別

，
月

別
利

用
人

員
内
訳

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

1
月

2
月

3
月

計

(
単

身
)

0

(
夫

婦
)

0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

1
0

0

1
1

0

1
2

0

1
3

0

1
4

0

1
5

0

1
6

0

1
7

0

1
8

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

(
※

)
各

月
の

利
用

人
員

は
各

月
初

日
の

利
用

予
定

人
員

を
記

入
す

る
こ

と
。

　
　

た
だ

し
，

新
規

に
事

業
を

開
始

し
た

施
設

に
つ

い
て

は
，

事
業

開
始

後
３

月
を

経
過

し
た

日
の

属
す

る
月

の
分

ま
で

は
，

当
該

月
の

実
日

数
で

除
し

た
人

員
を

前
月

に
報

告
した

　
　

初
日

人
員

の
下

段
に

（
　

）
書

き
で

記
入

す
る

こ
と

。
（

小
数

点
第

３
位

以
下

を
切

り
捨

て
，

小
数

点
第

２
位

ま
で

求
め

る
こ

と
。）

(
施

設
名

：
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
)

階
層

の
区

分

1

計



(３)利用料納付予定額及びサービスの提供に要する費用基準額内訳

民間施設給与等
改善費加算率

金 額

(単身)

(夫婦)

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

単価の積算内訳は次のとおりである。

(　 月～ 　月)(　 月～ 　月)

ボ イ ラ ー 技 師 雇 上 費

(４月～３月)

民間施設給与等改善費

単 身 赴 任 手 当 加 算 費

階層の区分

合 計

1

単価区分別
利 用 人員

合 計

サービスの提供に要する費用基本額

加

算

分

入所者処遇特別加算費

施 設 機 能 強 化 推 進 費

そ の 他

(施設名：　                 　　　　)

備考
サービスの提供
に要する費用本
人徴収予定額単価区分

定員

サービスの提供
に要する費用本
人実徴収予定額

サービスの提供に要す
る 費 用 基 準 額

(エ) (オ)(ウ)



(
４

)
職

員
の

状
況

(
５

)
１

施
設

当
た

り
職

員
平

均
勤

続
年

数
算

定
表

(
　

　
年

４
月

１
日

現
在
)

施
設

名
施

設
所

在
地

専
任

兼
任

計
施

設
の

区
分

設
定

年
月

日

年
数
等

施
設

長
区

分

事
務

員
(
A
)

(
B
)

(
C
)

(
D
)

(
E
)

年
　
月

年
　
月

年
　
月

生
活

相
談

員

介
護

職
員

看
護

職
員

栄
養

士

調
理

員
等

計
計

年

(
注

)
１

 
(
４

)
へ

は
、

施
設

全
体

の
職

員
数

を
記

入
し

、
(
５

)
へ

は
、

民
間

施
設

給
与

等
改

善
費

に
お

け
る

算
定

対
象

職
員

に
つ

い
て

記
入

す
る

こ
と
。

２
 
「

施
設

の
区

分
」

欄
は
(
E
)欄

の
結

果
に

よ
り

決
定

し
，

該
当

す
る

施
設

の
区

分
に

○
を

つ
け

る
こ

と
。

３
 
(
B
)欄

，
(
C
)欄

，
(
D
)欄

の
勤

続
年

数
は

年
月

数
ま

で
算

出
す

る
こ

と
と

し
，

ま
た
(
E
)欄

の
算

定
は

６
月

以
上

の
端

数
は

１
年

と
し

，
６

月
未

満
の

端
数

は
切

捨
て
，

　
 
整

数
年

と
す

る
こ

と
。

４
 
個

々
の

職
員

の
勤

続
年

数
の

算
定

は
年

度
当

初
に

お
け

る
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

に
要

す
る

費
用

の
支

弁
単

価
設

定
の

際
に

行
う

も
の

と
し

，
各

年
度

４
月

１
日

現
在に

 
　

よ
り

算
出

す
る

こ
と

。
な

お
，

１
月

未
満

の
日

数
に

つ
い

て
は

こ
れ

を
１

月
と

す
る

。
(
た

だ
し

，
当

該
年

度
４

月
１

日
採

用
者

に
つ

い
て

は
０

月
と

す
る

。
)

５
 
(
C
)欄

の
算

定
に

あ
た

っ
て

，
２

以
上

の
施

設
に

勤
務

し
た

場
合

は
，

各
々

の
日

数
ま

で
を

合
算

し
た

後
，

上
記

３
の

な
お

書
き

に
よ

り
算

定
す

る
こ

と。
６

 
「

備
考

」
欄

に
は

そ
の

他
の

社
会

福
祉

施
設

の
施

設
種

別
及

び
勤

務
期

間
(
○

年
○

月
○

日
～

△
年

△
月

△
日
)
を

記
入

す
る

こ
と
。

備
考

Ａ
・

Ｂ
・

Ｃ
・

Ｄ
・
Ｅ

・
Ｆ

・
Ｇ

・
Ｈ

そ
の

他
の

社
会

福
祉

施
設

に
お

け
る

勤
続

年
数

１
施

設
当

た
り

職
員

総
勤

続
年
数

(
B
)
+
(
C)

職
員

平
均

勤
続

年
数

(
D
)
/
(
A)

職
種

配
置

年
月
日

人

区
分

職
員

数
　

氏
　
名

職
員

数
(
現

員
)

現
に

勤
務

す
る

施
設

の
状

況

勤
続

年
数



様式第４号(第８条関係)

（　　月分）

定 員 記入者名

入 居 日 退 居 日

計 人 人 人

（※）階層区分に変更があった入居者については，備考欄にその旨を記入すること。

（※）本調書には入居者全員の当該月初日から末日までの状況について記入すること。

（※）本調書は翌月の7日までに市へ提出すること。

在 宅 福 祉 サ ー ビ ス
の 利 用 実 績

備 考

軽費老人ホーム(ケアハウス)階層別利用者状況調書

施 設 名

本月の入退居の状況階層
区分

性別氏 名 生年月日 入 院 の 状 況



様
式

第
４

号
の

２
（

第
８

条
関

係
）

（
施

設
名
：
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0月

1
1月

1
2月

1
月

2
月

3
月

計

（
単

身
）

（
夫

婦
）

（
※
）
本

報
告

書
は
，
「
軽

費
老

人
ホ
ー
ム
（
ケ
ア
ハ
ウ
ス
）
階

層
別

利
用

者
状

況
調

書
」
に
て
報

告
す
る
月
の
翌

月
初

日
の
実

利
用

人
員
ま
で
を
記

入
す
る
こ
と
。

　
　
　
た
だ
し
，
新

規
に
事

業
を
開

始
し
た
施

設
に
つ
い
て
は
，
事

業
開

始
後
3
月
を
経

過
し
た
日
の
属

す
る
月
の
分
ま
で
は
当

該
月
の
実

日
数
で
除
し
た
人

員
を
前

月
に
報

告
し
た

　
　
　
初

日
人

員
の
下

段
に
（
　
）
書
き
で
記

入
す
る
こ
と
。

（
※
）
翌

月
初

日
待

機
者

数
の
う
ち
、
保

留
者

数
を
把

握
し
て
い
る
場

合
は
（
　
）
書
き
で
記

入
す
る
こ
と
。

翌
月

初
日

待
機

者
数
（
う
ち
保

留
者

数
）

（
　
　
）

軽
費

老
人
ホ
ー
ム
（
ケ
ア
ハ
ウ
ス
）
階

層
別

利
用

人
員

報
告
書

1
8

階
層
の
区
分

1

計1
4

1
5

1
6

1
78 9 1
0

1
1

1
2

1
32 3 4 5 6 7



様式第５号（第１０条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

岡山市長  様

補助事業者

住所又は所在地

指 令 年 月 日 指 令 番 号

補 助 年 度 補助金等の名称

補 助 事 業
の 名 称

補 助 事 業 等
の 施 行 場 所

着 手 年 月 日 完 了 年 月 日

軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用助成事業実績報告書

年     月    日

氏名又は団体名
及び代表者氏名

　　　　　　　　　　　

補 助 金 の 既 交 付 額

　岡山市補助金等交付規則第16条第1項の規定により、次のとおり報告します。

  年　　月　　日 岡山市指令高第　　　　号

 　　年　   月　   日 　　年　   月　   日

補 助 金 の 交 付 決 定 通 知 額

注　※印の欄は記入しないこと。

添付書類
１．軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用補助金精算書
２．軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用補助金精算内訳書
３．当該施設に係る収支決算書（又は見込書）
４．利用料及びそのサービスの提供に要する費用相当額を明らかにすることができる当該施設の利用規定
　　（但し，交付申請時等と同内容であれば省略可）

補 助 事 業 の 経 費 精 算 額

補 助 事 業 の 経 過 及 び 内 容

※報告事項審査結果（担当課）



様
式

第
６

号
（
第

１
０
条

関
係
）

 
 

軽
費

老
人

ホ
ー
ム

の
サ
ー

ビ
ス
の

提
供
に

要
す
る

費
用
補

助
金
精

算
書

 
 

 
（

施
設
名

）
 

総
事

業
費

 
（

A）
 

サ
ー

ビ
ス

の
提

供

に
要

す
る

費
用

対

象
経

費
実

支
出

額
 

（
Ｂ

）
 

サ
ー

ビ
ス

の
提

供

に
要

す
る

費
用

 
基

準
額

 
（

C）
 

サ
ー

ビ
ス

の
提

供

に
要

す
る

費
用

 
本

人
徴

収
額

 
（

D
）

 

サ
ー

ビ
ス

の
提

供

に
要

す
る

費
用

 
減

免
額

 
[(B

)又
は

(C
)]-

(D
) 

（
Ｅ

）
 

処
遇

改
善

加
算

 
（

F）
 

補
助

金
所

要
額

 
（

千
円

未
満

切
捨

て
）

 
（

E）
＋

（
F）

 
（

G
）

 

補
助

金
交
付

 
決

定
通

知
額

 
（

Ｈ
）

 

補
助

金
 

受
入

済
額

 
（

Ｉ
）

 

差
引

過
不

足

額
 

（
Ｉ
）
－
（

Ｇ
） 

円
    

円
    

円
    

円
    

円
    

円
 

円
   

円
    

円
 

円
    

     
（

注
）

 1 
（

Ａ
）
欄
に

は
，
別
紙
「

軽
費

老
人
ホ

ー
ム
の

サ
ー
ビ

ス
の
提

供
に
要

す
る
費

用
補
助

金
精
算

内
訳
書

」（
以
下
「
内

訳
書
」
と
い

う
。）
（
１

）
中
（

ア
）
の

額
を

記
入

す
る
こ

と
。

 
  

2 
（

Ｂ
）
欄

に
は
，

内
訳
書

（
１

）
中
（

イ
）
の

額
を
記

入
す
る

こ
と
。

 
 

3 
（

Ｃ
）
欄

に
は
，

内
訳
書

（
３

）
中
（

エ
）
の

額
を
記

入
す
る

こ
と
。

 
 

4 
（

Ｄ
）
欄

に
は
，

内
訳
書

（
３

）
中
（

ウ
）
の

額
又
は

（
オ
）

の
額
の

い
ず
れ

か
多
い

方
の
額

を
記
入

す
る
こ

と
。

 
 

5 
（

Ｅ
）
欄

に
は

，（
Ｂ

）
欄
の

額
又
は

（
Ｃ
）

欄
の
額

の
い
ず

れ
か
少

な
い
方

の
額
か

ら
（
Ｄ

）
欄
の

額
を
控

除
し
た

額
を
記

入
す
る

こ
と
。

 
 

6 
（

Ｇ
）
欄

に
は

，（
Ｅ

）
欄
の

額
と
（

Ｆ
）
欄

の
額
の

合
計
額

を
記
入

す
る
こ

と
。
た

だ
し
，

千
円
未

満
の
端

数
は
切

り
捨
て

る
こ
と

。
 

 



様式第７号(第１０条関係)

（1）支出額内訳（新社会福祉法人会計基準） (施設名：　　　　　　　　　　　　)

(単位：円)

総 事 業 費
左のうちサービスの提供
に要する費用対象経費 備 考

人件費支出 01 職 員 給 料 支 出

02 職 員 賞 与 支 出

03 非 常 勤 職 員 給 与 支 出

04 派 遣 職 員 費 支 出

05 退 職 給 付 支 出 退職共済掛金のみ

06 法 定 福 利 費 支 出

事務費支出 01 福 利 厚 生 費 支 出

02 職 員 被 服 費 支 出

03 旅 費 交 通 費 支 出

04 研 修 研 究 費 支 出

05 事 務 消 耗 品 費 支 出

06 印 刷 製 本 費 支 出

07 水 道 光 熱 費 支 出

08 燃 料 費 支 出

09 修 繕 費 支 出

10 通 信 運 搬 費 支 出

11 会 議 費 支 出

12 広 報 費 支 出

13 業 務 委 託 費 支 出

14 手 数 料 支 出

15 保 険 料 支 出

16 賃 借 料 支 出

17 土地・建物賃借料支出

18 租 税 公 課 支 出

19 保 守 料 支 出

20 渉 外 費 支 出

21 諸 会 費 支 出

22 雑 支 出

事業費支出 01 給 食 費 支 出

02 介 護 用 品 費 支 出

03 医 薬 品 費 支 出

04 診療・療養等材料費支出

05 保 健 衛 生 費 支 出

06 医 療 費 支 出

07 被 服 費 支 出

08 教 養 娯 楽 費 支 出

09 日 用 品 費 支 出

10 本 人 支 給 金 支 出

11 水 道 光 熱 費 支 出

12 燃 料 費 支 出

13 消 耗 器 具 備 品 費 支 出

14 保 険 料 支 出

15 賃 借 料 支 出

16 教 育 指 導 費 支 出

17 葬 祭 費 支 出

18 車 輌 費 支 出

19 管 理 費 返 還 支 出

20 雑 支 出

拠点区分（サービス区分）間繰入金支出 本部会計への繰入金支出のみ

器具及び備品取得支出

積立資産支出

上記以外の支出

予備費支出

小   計

合　計

軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用補助金精算内訳書

区 分

小   計

小   計

(ア) (イ)



(
２

)
階

層
別

，
月

別
利

用
人

員
内
訳

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

1
月

2
月

3
月

計

(
単

身
)

(
夫

婦
)

2 3 4 5 6 7 8 9

1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

(
※

)
各

月
の

利
用

人
員

は
各

月
初

日
の

実
利

用
人

員
を

記
入

す
る

こ
と
。

　
　

た
だ

し
，

新
規

に
事

業
を

開
始

し
た

施
設

に
つ

い
て

は
，

事
業

開
始

後
３

月
を

経
過

し
た

日
の

属
す

る
月

の
分

ま
で

は
，

当
該

月
の

実
日

数
で

除
し

た
人

員
を

前
月

に
報

告
した

　
　

初
日

人
員

の
下

段
に

（
　

）
書

き
で

記
入

す
る

こ
と

。
（

小
数

点
第

３
位

以
下

を
切

り
捨

て
，

小
数

点
第

２
位

ま
で

求
め

る
こ

と
。）

階
層

の
区

分

1

計

(
施

設
名

：
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
)



(３)利用料納付額及びサービスの提供に要する費用基準額内訳

民間施設給与等
改善費加算率

金 額

(単身)

(夫婦)

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

単価の積算内訳は次のとおりである。

(　 月～ 　月)

合 計

民間施設給与等改善費

そ の 他

単 身 赴 任 手 当 加 算 費

施 設 機 能 強 化 推 進 費

(４月～３月) (　 月～ 　月)

サービスの提供に要する費用基本額

加

算

分

ボ イ ラ ー 技 師 雇 上 費

入所者処遇特別加算費

合 計

1

(施設名：　                 　　　　)

定員

階層の区分
単価区分別
利 用 人員

サービスの提供
に要する費用
本人実徴収額

サービスの提供に要す
る 費 用 基 準 額

サービスの提供
に要する費用
本 人 徴 収 額

備考
単価区分

(エ) (オ)(ウ)



(
４

)
職

員
の

状
況

(
５

)
１

施
設

当
た

り
職

員
平

均
勤

続
年

数
算

定
表

(
　

　
年

４
月

１
日

現
在
)

施
設

名
施

設
所

在
地

専
任

兼
任

計
施

設
の

区
分

設
定

年
月

日

年
数
等

施
設

長
区

分

事
務

員
(
A
)

(
B
)

(
C
)

(
D
)

(
E
)

年
　
月

年
　
月

年
　
月

生
活

相
談

員

介
護

職
員

看
護

職
員

栄
養

士

調
理

員
等

計
計

年

(
注

)
１

 
(
４

)
へ

は
、

施
設

全
体

の
職

員
数

を
記

入
し

、
(
５

)
へ

は
、

民
間

施
設

給
与

等
改

善
費

に
お

け
る

算
定

対
象

職
員

に
つ

い
て

記
入

す
る

こ
と
。

２
 
「

施
設

の
区

分
」

欄
は
(
E
)欄

の
結

果
に

よ
り

決
定

し
，

該
当

す
る

施
設

の
区

分
に

○
を

つ
け

る
こ

と
。

３
 
(
B
)欄

，
(
C
)欄

，
(
D
)欄

の
勤

続
年

数
は

年
月

数
ま

で
算

出
す

る
こ

と
と

し
，

ま
た
(
E
)欄

の
算

定
は

６
月

以
上

の
端

数
は

１
年

と
し

，
６

月
未

満
の

端
数

は
切

捨
て
，

　
 
整

数
年

と
す

る
こ

と
。

４
 
個

々
の

職
員

の
勤

続
年

数
の

算
定

は
年

度
当

初
に

お
け

る
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

に
要

す
る

費
用

の
支

弁
単

価
設

定
の

際
に

行
う

も
の

と
し

，
各

年
度

４
月

１
日

現
在に

 
　

よ
り

算
出

す
る

こ
と

。
な

お
，

１
月

未
満

の
日

数
に

つ
い

て
は

こ
れ

を
１

月
と

す
る

。
(
た

だ
し

，
当

該
年

度
４

月
１

日
採

用
者

に
つ

い
て

は
０

月
と

す
る

。
)

５
 
(
C
)欄

の
算

定
に

あ
た

っ
て

，
２

以
上

の
施

設
に

勤
務

し
た

場
合

は
，

各
々

の
日

数
ま

で
を

合
算

し
た

後
，

上
記

３
の

な
お

書
き

に
よ

り
算

定
す

る
こ

と。
６

 
「

備
考

」
欄

に
は

そ
の

他
の

社
会

福
祉

施
設

の
施

設
種

別
及

び
勤

務
期

間
(
○

年
○

月
○

日
～

△
年

△
月

△
日
)
を

記
入

す
る

こ
と
。

備
考

Ａ
・

Ｂ
・

Ｃ
・

Ｄ
・
Ｅ

・
Ｆ

・
Ｇ

・
Ｈ

そ
の

他
の

社
会

福
祉

施
設

に
お

け
る

勤
続

年
数

１
施

設
当

た
り

職
員

総
勤

続
年
数

(
B
)
+
(
C)

職
員

平
均

勤
続

年
数

(
D
)
/
(
A)

職
種

人

区
分

職
員

数
　

氏
　
名

職
員

数
(
現

員
)

現
に

勤
務

す
る

施
設

の
状

況

勤
続

年
数

配
置

年
月
日


